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損富自質請求事件

訴訟物の価頷

9.r月印紙額

予納郵券

6829万 4528円

2 2ソデ7000円

1万 2940円 (500円 × 221・ )

(100円 X10枚 )

( 80円 × 5枚 )

(20円 ×22枚 )

( 10円 ×10掟 )



請 求 の 趣 旨

1 被告らは 原告西野友章に対し,連帯して金3414万 7264円及びこオ嶼こ

対する2010年 61118日 から支払い済みまで年 5分の割合による全員を支

払え

2 被告らは 原
=西

●l lt美に対し 連帯して金3414,7264円 及びこオ
"こ

対する2010年 6月 18口 から支llい済みまで年 5分の割合による全員を支

払え

3 訴訟資月は被告らの負担とする

との半I決並びに仮執行宣言を求める.

請 求 の 原 因

第1 当事者等

l 原告らは,第 2記載の事故によつて死亡した 豊橋市立章南中学校 1年生であ

った西野花菜 (事故当時 12歳,以下「花菜」という。)の両短である (甲 1)

2 被告豊橋市は 豊橋市立章南中学校の設置者である。皇橋市立章南中学校 (以

下「本件中学校Jと いう )は 本■中学F・の正課の野外活動授業として 静岡

県立■ケロ青年の家 (以下 [本件青年の家Jと いう )でカッターのとう漕副1練

の実習 (以下「本件実習]と いう。)を行った。

3 被告静岡県は 本14青年の家を設置し管理していた。

4 被告株式会F■ lヽ学館集夫社プログクション (以下鴨 実施会社Jと いう.)ま

地方白治V_I第 244条の2第 3項に基づき 箭岡県から本件青年の家の管理を任

された 喘 鵡 1である

第2 本件事故の■生

1 本件期 までの経過

′卜件中学校において 本件中学校の学校長 (以 ド「本■校長Jと いう。),及び

養護教諭を含む教諭 7人の計8人は 1学年の生徒94人を引●
~し

て 2010



年6月 17日 から同月19日 までの2泊 3日 の予定でit岡県との契約により指

定管理者として被告実施会社が管理運営する本件背年の家において 本件実習を

含む野外活動授業を実施した

2 花実が乗船したカッター (以下「本|トカンタ~」 という。)は 花菜を含めた生

徒 18名及m2名 が乗船し, とう清司1練を行っていたが 回皮が強くなって

とう漕が困難となり 本件青年の家のモーターボー トにえい航されて浜名rlll.久

米南方沖を南西進中, 2010年 6月 18口 午後 3時 25分 ごろ左舷側に転覆し

た .

その後の工松市西消防署の水難枚助隊による捜索の結果 本件カッターの卿毛

付近で花菜が発見され 病院に搬送されたが死亡が確認された.死因は溺死であ

つた

第3 被告豊橋市の司
=

1 被告豊橋市の債務不履行責任について

は 安全配慮義務の発生根拠

中学校の教育活動においては 確 者は生徒を学校に預けているのだから,

教育活動にIIいて生徒の安全に配慮し その安全を確保する義務は学校にある

ことに疑|・|の余地 まない。

そして lN I実習は 本■中学校の正課のr‐ 業であり,教育活動そのもので

ある. したがつて 正課の授業の一内容と企画さオし 本件中_●はiE課の授業

として本件実習を実施した以上 (甲 5 甲6)本件実習に際して 生■に対

する安全配慮義務 ま 当然 学校が負つていた。

い 安全配慮義務の内容

本件実習において,ますもつて想定される危険が カッターの転夜による事

故であることは 容易に想像し得るところである。

したがって 本■実習に際して 生徒に対する安全配慮義務を負つていた本

■中学校が,果たす人き安韻 きに業務の内容は カンタ~転覆●まを想定し,



その危険を回避する義務であった.

0 ,H牛狡長及び教諭らの安全配慮義務連●

ア 本件実習は 本■中学校の教諭によつて 本

`事
故の約 1年前に本件青年

の家へ申込みを

'い
 事前

'合
せを41っ た上で実施されている (1晰1事故調

査報告書 以下「報告書Jと いう。甲2-33頁)(甲 7)

この下見の際に,教員と生徒のみがス|.tる 白主艇のことも教諭らは間い

ていた (甲 3の 2-1頁 ).

この際に 所貝から実施主体が 被告静岡県から被告実施会社に変わつた

ことを伝えられたとき 安全面に疑間を持ち自Illを拒んでいたら,花菜は

枚えたと考えられる.

イ 木件カッターは 栞船時 カッターの左舷側が右M則よりも人員重量差が

45ヒ も重く 乗船時において既に左側に傾いていた (甲 2-44頁)

そのため とう漕中 船内に入った雨水や波飛沐が左舷側に溜まって左舷

側への傾斜が強まつて行き 転葎した (甲 2-60頁 ).

教諭 ま 生徒の座席酉嘔 を央める際 生徒の栞船時の体重lLを考慮してい

れば |.に入つた雨水や波飛沐は左に偏って招よることはなく 伝僣も回避

しえたと考えられる

ウ 出港前 本件校長 ま,天候に関して何らの調査もすることなく 教諭から

「この程度の雨Jであれば実施される旨の熱電 をうけて了承している (甲 2

-18頁 55頁 )

しかし,晏撻 ぎから午後2時 30分の出港までに雨■にも変化があり,そ

れは ■場にいた本件校長及び教諭らであれば 分かつたはずであるし 天

候の変化を調べるべきであつた。

したがって,月牛枝長及び教諭らにおいてハーバー出発前に,■況および

予報について最終確認を行い 訓1練中止を||し入れるべきであつた.

そうすれば 本件事故の発生を回tr lる ことができた

工 生徒たちが本件カンタ~に栞n・
tした際 生徒たちは,船内に降り込んだ雨



水が溜まっていて心配だという
=を

教諭に訴えたが ■l●カッターにおいて

,Il.の措置は採られなかった.

本件訓練時には 雨が降つておリ カッターには 流留水が生じていた (甲

2-54貞 )。 そして,こ の拌留水のり1水を行っていれば 本■事故を回違

じえた (甲 2-68員刹 .

カッター内の流留水が転蔵の原因となることは 容易に記証し得ることな

のだから 本件カッターの教諭が指導員に″1水を依頼していたら 本件事故

を回連することができた.

にもかかわらず, 自Iti行が不可能になった時点において 木件カッター

は かい休めの状態で漂泊していた (甲 2-45頁 )

一方 本件カンタ~以外のカッターにおいては 自主航行できなくなった

後も それぞれ柄杓を見つけてりll.を していた (甲 2-8頁 ).

本件カンタ~|ま 良航前に滞留水は深さllcmもあったのであり (甲 2

-44頁), この滞留水が本件カッターの復元性能に影響を与え (甲 2-4

2頁)転覆の原因となったことから 本件カッターに乗船 した教諭が,他

のカッターと同様にJ体をしていたら,利牛事ユを回遊しえた。

オ カッターは 午後2時 30分ごろ港から出航しているが この1寺の気象条

件は 降水量が 10分間で4mm l時 間で24mmであつた (甲 2-34

頁).

この雨量は,気象庁によれば [強い雨J「土砂l141Jの I・況の定義される (甲

8)そ して 実施の可否の最終判断を下すのは ハーバーで見送っていた

学校長なのであるから (甲 3の 2-2頁)引 支長は 三ケ日青年の家の所

長に対し,「 こんな土砂降りの中,初めて来るカンタ~で初めて触るオール

を清ぐのは無理だJ等中し向け 中止を中し入れるべきで.tっ た

その 中止の中し入れを行っていれ|ま 本件事故を回避することができた

のである。

力 「報告詢 の気象データによると 出港の20分後の午後2時 50分ごろ



から風も強くなってきている (甲 2-34■).

風渡も強いことから本件カンタ~では,オールが

“

わないとともに 船酔

いした生たが発生した。

一方でもともと人員重量が45kg左が重かった中で 雨水や波飛沐が左

舷側に溜まり II.体がたに傾いてきた状況で (甲 2-5頁  50貢),本件

カッターに来っていた教論が もつと早く枚助を要請していたら 本件事故

は回連しえた

ことに 出航前の時点で 教諭は 渕民について生徒からの心配の声をIE

握していたのだから (甲 3の 2-9頁)問題が生じた時点で枚助要請は早

急にすべきであったと言えます

結局 紋助を指導員に要請したのが 出港から35分後のキ

`3時
5分ご

ろのことであり (甲 2-45頁),遅きに失したと言うべきである.

キ 本件カンタ~に柔船した教諭は ■の操件を行うのが初めてであり 曳航

される際に,舵の操作がわからなくなった (甲 2-56頁 ).

しかし ■の経験がないのであオ出ま 曳航の際 所長に

't取

りができない

ことを伝えて,所員に舵取りを依頼していれば カンタ~の転覆を回運する

ことができた

ク どの生徒をどの船に栞せるかの選択は 生徒をよく把握している本件中学

校においてなされるべきものであり した/Jlっ て乗

"者
名経の作成と カッ

ター訓線を■FLした本件背年の家に対する事前の提出は 本来 本件中学校

の責任においてなされるべきものである。

しかし ホ件中学校が作成した栞船者名簿を 教諭が警察に提出したのは

本lt事す発生後のことであり (甲 2-20頁)浜松市北消防著 (以下 i本

件消防Jと いう.)が ″方不明者の身元を特I~できた
'メ

ま 警察から入千

した乗船着名簿を基に本■カッターから枚助された生徒等の氏名を確認 し

終えた午後 51寺 25分ごろのことであった (甲 2-23● ).

「報告割 によれば 本件背年の家が乗|.者名簿を作成していれば 本■



消防が 来|.者名簿を■に本4.カ ッターから卿 ,した生徒等の氏名を確認で

き 早い■階で行方不明者に気づくことにより より早期に本件カッターの

船内捜索が実施されたはずであるとされている (甲 2-65貢 ).

そして 早期の捜索及び技助がなされていれば 花菜の死と言う最悪の借

果を回連 し得たと考えられる.

しかし 本絆中学校が 事前に来い者名簿を作成し本件青年の家に提出し

ておくのは 上徒を

'事
する責ltを有するものとして当然の義務であり こ

れを行っていたら 上記のとおり,栞船者名簿が事故後すぐに本l■消防に交

イ寸され 早期に捜索 r・pがなされることにより 花某の死を回避し得たと

考えられる.

したがって 早期の捜索及び技助がなされなかったのは 本件中学校の責

任と言うべきである.

ケ 本件カッターに乗船していた生徒は 枚助された後の午後3時 48分頃,

教諭及び本■青年の家の所長に 花菜が行方不明であることを伝えている

(甲 3の 2-3頁 甲2-19頁参照).

その時点で 教諭は 本件消防等にその情報を明確に伝えるのみならず

最後まで花菜の救助を確認していたら もっと早期に花菜は発見され 花菜

の工を回避し得たと考えられる.

ヨ 以上より 学校長及び教諭らに 安全配慮義務違反があることは明らかで

ある.

0 塀ア=極
者の過失

ア ところで 本件中学校は,本件事故発生の2010年以前から,本件青年

の家で本件実習を4Tつており 本件事故発生の年に指定管理者が被告実施会

社となった。

本件中学校 ま 被告実施会社に本件実習を委託することにより 上記安全

配慮義務の最fTを しようとしたのであるから,被告実施会社は 安全配慮義

務のはITIである枚■豊橋市の履行補助者である.



そして 履行補助者の過失は 履嗜煮の過失と同視されるて,のだから,被

告実施会社の聞■は,被告豊嬌市の責任となる

本件実習が本■中学校の正課の授業であり 教育活動そのものであること

に鑑みれば (甲 5 甲6)■ ltや保護者は,被告実施会社の責任について

も 被告豊橋市も当然に却■を負うという前提の下で

'ど
もを実習に参加さ

せていると言えるため 実施会社が独立の専門業者であるか否力ヽ こよつて

被告豊橋市の●l■ ま左右されない (東京地裁濶咬20年 10月 29日 判決

平成 18年 (ワ )第 12649号損害鰤質請求事■も同罰 .

ことに 中学校は義務教育でありその正課の慣業への参力叫こついて 親や

生徒に選択の余地はないのであるからなおさらである.

イ 履行補助者の過失

本件において,以下の通り 報告書より 被告

^に
会社の過失は明らかで

ある (甲 2-83頁等)

0 本件青年の家所長 (以下「本件所長Jと いう )は 本件カッターをえい

航する際,ヽ常留水のりll 記の蜘乍方法等についてのl■意事項を伝えなか

つた

② 本件所長は,カ ッターのえい航に関するこ較かなく,かつ知識が乏しか

ったにもかかわらず 被告実施会社は本件所長を本■青年の家における本

件実習の安全管理の責任者としていた。

O 被告実施会社 まカッターのえい杭収助に関する要領を含むカッター事政

を想定した収助体制等を危機管理マニュアルに定めていなかった また

本lt青年の家の取員に対してカッターのえい航ヨl練を行つていなかつた

0 本件青年の家で ま 気象注意報が発表さ4・
lた場合の計1練中止聾準が指導

マニュアルに規定されておらず 指導マニュアルが道切な内容となってお

らず また 力実不良時やヨl練コース選定l‐W等に関する討1練方法につい

て指導マニュアル等が適切な内容となっていなかった。

被告実施会社は このように適切なマニュアルのllllを怠っていた.

10



に 以上より,被告豊橋市は 本件中学校の正課の授業である本件期 に際し
,

学校長及び教諭ら/1負 うべき安全配慮義務に違反 したのみならず 履行柿勁者

である被告実施会社を利用して学校長及び教諭らが負 うべき安全配慮義務を

履行しようとした結果 同義務に違反 し,そオ嶼こよって花菜の死という結果を

招いたのだから 1贅告豊橋市は 原告らに対し 安全首ビ慮義務違反の債務不履

行責任を負う。

2 国家l.A法上のIlt

また 上.・Llに ア～ケのとおり 本件校長及び級諭らに過失があり その過失

によつて 花菜の死劉 いたと言えるのだから 本件中学校の設置者である核告

豊橋市は,原告らに対し 国家賠償法上の責任を負う (国家M貰法1条 1項 )

第4 被告実施会社の責任及び被告静岡県の責任

1 被告実施会社の責任

本l■において 以下の通り 報告書より 被告実施会社及び本件所長のll人は

明らか 0ある (甲 2-83頁等).

0 本作所長は 本件カンタ~をえい航する際 滞留水の″1水 性の操作方法等

についての注意事項を伝えなかった。

② 本作所長は カンタ~のえい航に関する饉ながなく,かつ知識が乏しかった

に ,ヽかかわらず 被告実施会l■は本件所長を本件市年の家における本件実習の

安全管理の責任者としていた。

O 核■実施会社はカッターのえい航枚助に関する要領を含むカッター事故を想

定した紋助体市1等を危機管理マニュアルに定めていなかつた。また 本

“

1青年

の家の世員に対してカッターのえい航訓練をlTっていなかoた .

0 本件青年の家でま 気象注意報が発表された場合のヨl練中止基準が指導マニ

ュアルに規定されておらす 指導マニュアルが適切な内容となっておらず ま

た 天候不良叶や訓練コース選定峙機等に関する訓1線方法について指導マニュ

11



アル等が適切なll容 となっていなかった

被告実施会社は このように適切なマニュアルのll● を意つていた.

2 被告静岡県の責任

本件において ll下の通り 報告書より 被告静岡県の設置にかかるI‐岡県教

育委員会 (以下「本■教育委員会Jと いう。)ク)過失は明らかである (中 2-8

3頁等).

① 本件教育委員会は 被告実施会社にヽしてカッター訓線の中止基準を含む訓

練方法等に関する中入れをせずに継承させた。

② 本件教育委員会は 被告実施会社に対してカッターのえい航杖助に関する要

領を含むカッター事菫を想定したよ助体市1_‐を危機管理マニュアルに定めさ

せておらず,また本件青年の家に関する事前引き継ぎ時を含めてカッターのえ

い航副l練を行わせていなかった

3 上記被告実施会社,本件所長.本件教育委員会の過失により 本件カンタ~ま
,

大雨,雷 強風 渡浪及び洪水注意報が発表された降両の状況下 通常時の動練

方法であるコースによる自主にとしてとう漕訓練を行った挙句,風波が強まって

とう漕が困itと なり 本件カッターは滞留水をり1水する措置 t,採 られないままた

収斜し ■が自山に動く状態となり,左獅 状態で風上に向けてえい航された

そのi.果 本件カッターま 湖水が左離鏃 首から連続して,ち込み 滞留水が

増加するなどによる左傾斜が増したことで左成側のオールが着水して左回項 じ

その後 右舷側に●_っ ていた生徒等が姿勢を崩して左舷側に移動したことから左

団 がきいに増した.

それによつて 本件カッターは,左憫呟端が没水して湖水がn● 内に流人じ 転

種した。

4 以上より rI告実施会社は,原告らに対し,被告実施会社自身の過失に基づく

不法行為責任 (民法709条)及び 本作所長の使用者としての使用者司■ (民

法715条 1項)にユづく損害曲質責任を資う。

また 被告■
i●岡県は,原告らに対し 国家日質離 条 1■によづく損害ぼi●責
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任を負 う

第 5 原告らの損害

1 原告らは 以下のとお り各自3414万 7264円 の損害自贅帯求権を取う し

た (甲 1).

2 逸よ沖l益        4429万 4528円

に 基礎収入       466万 7200円

2010年 の資金センサスにおける/1‐ m者の平均賃金を基準とした。

② 生活費控除率      3つ

女性であることから 生活費摯除卒を3割 とした.

(3)ラ イプニッツ係数 13 558

本件事故当時 12歳 書働年齢を18歳から67歳までのライプニッツ係数

を用いた.

に)計算式

466万 7200円 × (1-0 3)X13 558‐ 4429万 4528円

3 感謝科        2400万 円

本4は,■ tの とおり 本件中学校の正課の授業であるに1,かかわらず,非常

に社撰な安全管理の下で起きた事故であること それによって,業に,り 組んで

いた何の落ち度もない花菜が亡くなったこと 正課の授業に子どもを預かってい

た被告景橋●が原告らの謝罪申入 (甲 9)こ対し 反省と謝罪をILんだばかりか

何ら意味のある回答をしなかったこと (甲 10)な どを考慮すれば,上記240

0万円が担当である.

3 合計          6829万 4528円

原告ら各自       3414万 7264円

第6 結論

よつて原告らは 各自 llx●告豊橋市に対し 安全配慮義務違反の債務不履行
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に基づく損害賠償請求権として 3414万 7264円及びこれに対する本訴

状送達の日から支払済みまで民法所定の年 5分の割合による遅延損害金の支

払いを求めるとともに 原告らは,各自,被告らに対し,不法行為に基づく損

害自質諸求権として 3414万 7264円及びこれに対する不法●為の日で

ある2010年 6月 18日 から支払い済みまで民法所定年 5分の割合による

遅延損害全の支14いを求める。

以上

証 拠 方 法

甲1        戸籍謄本

甲2        4.m事 故調査報告書

甲3の 1      豊橋市に対する質問

甲3の 2      西野さんからの質問 (H23 4 19)|こ対する回答

甲4        静岡県立三クロ青年の家カッターボー 障 履事故調査報告書

甲5        学年懇談会資料

甲6        SMILE(章 南中引支第 1学年通信 N06226141

甲7        事前打合せ記鏡咽紙

甲8        気勲十ホ~ムページ

甲9        謝罪申入書

甲10       被告豊綺市伸式の書面 (無題)

添  付  書  類

1 甲号証 (写)          を 3逓

2 資格訓力書 (itt会0      1通

3 11■状            2通
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